
（様式①）

[財政局] １６款　公債費 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

34 一般会計公債費元金 154,230,255 152,128,636 161,050,810 159,248,830 △ 6,820,555 △ 7,120,194

35 一般会計公債費利子 22,267,395 22,264,390 22,602,396 22,598,561 △ 335,001 △ 334,171

36
一般会計公債費公債諸
費

1,025,882 1,000,456 977,196 966,161 48,686 34,295

37
一般会計第三セクター
等改革推進債公債費利
子

196,044 96,044 224,165 - △ 28,121 96,044

38
一般会計第三セクター
等改革推進債公債費公
債諸費

15,150 15,150 791 - 14,359 15,150

－
一般会計第三セクター
等改革推進債公債費元
金

- - 28,173,221 - △ 28,173,221 -                  

計 177,734,726 175,504,676 213,028,579 182,813,552 △ 35,293,853 △ 7,308,876

事　業　計　画　書　目　次

計画
書頁 事　　業　　名

令和５年度 令和４年度 増△減（５－４）
新
規
・
拡
充



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 財政 財源
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

16-0-0
1事業区分

歳出予算科目 一般 会計 16 1 1 枝番号 前年度事業名称 一般会計公債費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 その他 市債 一般財源

事業名称 一般会計　公債費　元金 政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

令和５年度 154,230,255 2,101,619 152,128,636
0

単独事業 0
補助事業

159,248,830
増△減 △ 6,820,555 0 0 299,639 0 0 △ 7,120,194

令和４年度 161,050,810 1,801,980

令和８年度
予
算

147,769,374 154,555,181 156,583,258 148,319,733 145,346,067 143,038,509

146,191,499 152,317,469

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

154,963,937 146,218,114 143,244,448 140,936,890

根拠・データ等 償還計画による

154,951,462

事業概要 一般会計に属する市債について、償還計画に基づき償還元金を市債金会計へ繰り出す

事業開始年度 -

６年度 ７年度 ８年度

決
算

147,731,566 153,290,564 156,577,069

146,153,690 151,052,851

根拠法令・方針決裁等 地方自治法、地方財政法、横浜市公債条例、「地方債の総合的な管理について（通知）」平成21年度４月14日総財地第115号

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)
一般会計の財源として活用した市債の元金の償還

単位 目標

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

実績

単位 目標

実績

単位 目標

実績

161,050,810 ▲ 6,820,555 償還にかかる元金の減

事業スケジュール ３月　市債金会計への繰り出し

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

一般会計　公債費　元金 154,230,255

本資料は、公正・適正に作成しました。 足利　有喜 馬場　誠 新野　航平

細事業合計 154,230,255 161,050,810 ▲ 6,820,555

課長 係長 市債



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 財政 財源
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

16-0-0
1事業区分

歳出予算科目 一般 会計 16 1 2 枝番号 前年度事業名称 一般会計公債費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 その他 市債 一般財源

事業名称 一般会計　公債費　利子 政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

令和５年度 22,267,395 3,005 22,264,390
0

単独事業 0
補助事業

22,598,561
増△減 △ 335,001 0 0 △ 830 0 0 △ 334,171

令和４年度 22,602,396 3,835

令和８年度
予
算

27,157,757 25,641,724 23,496,347 22,501,424 22,215,025 21,984,985

27,145,408 25,633,465

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

23,490,683 22,498,419 22,212,020 21,981,980

根拠・データ等 償還計画による

23,154,792

事業概要 一般会計に属する市債について、償還計画に基づき償還利子を市債金会計へ繰り出す

事業開始年度 -

６年度 ７年度 ８年度

決
算

26,234,438 24,522,536 23,160,457

26,222,088 24,514,276

根拠法令・方針決裁等 地方自治法、地方財政法、横浜市公債条例、「地方債の総合的な管理について（通知）」平成21年度４月14日総財地第115号

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

①一般会計で発行した市債に係る利子等の支払い
②市債は、発行時に決めた利率に基づく利子を支払う。また、この公債費利子の中には、一時借入金の利子も含まれている

単位 目標

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

実績

単位 目標

実績

単位 目標

実績

22,602,396 ▲ 335,001 償還にかかる利子の減

事業スケジュール ３月　市債金会計への繰出し

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

一般会計　公債費　利子 22,267,395

本資料は、公正・適正に作成しました。 足利　有喜 馬場　誠 新野　航平

細事業合計 22,267,395 22,602,396 ▲ 335,001

課長 係長 市債



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

細事業合計 1,025,882 977,196 48,686

課長 係長 市債

本資料は、公正・適正に作成しました。 足利　有喜 馬場　誠 新野　航平

977,196 48,686 募債手数料等の増

事業スケジュール ３月　市債金会計への繰出し

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

一般会計　公債費　公債諸費 1,025,882

実績

単位 目標

実績

単位 目標

実績

単位 目標

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等 発行計画、償還計画による

654,574

事業概要 一般会計に属する市債について、発行・償還計画に基づき発行及び償還にかかる諸費等を市債金会計へ繰り出す

事業開始年度 -

６年度 ７年度 ８年度

決
算

678,967 724,625 665,609

678,967 724,625

根拠法令・方針決裁等 -

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)
一般会計の財源として活用した市債の発行及び償還に係る諸費等の支払い

令和８年度
予
算

1,661,743 1,368,758 1,176,502 690,487 725,209 850,758

1,661,743 1,368,758

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

1,165,467 690,487 725,209 850,758

966,161
増△減 48,686 0 0 14,391 0 0 34,295

令和４年度 977,196 11,035

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 1,025,882 25,426 1,000,456

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 その他 市債 一般財源

事業名称 一般会計　公債費　公債諸費 政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

16-0-0
1事業区分

歳出予算科目 一般 会計 16 1 3 枝番号 前年度事業名称 一般会計公債費

令和　５年度　事業計画書

事業局課 財政 財源
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

細事業合計 196,044 224,165 ▲ 28,121

課長 係長 市債

本資料は、公正・適正に作成しました。 足利　有喜 馬場　誠 新野　航平

224,165 ▲ 28,121
第三セクター等改革推進
債残高の減による減

事業スケジュール ３月　市債金会計への繰出し

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

一般会計　第三セクター等改革推進債
公債費　利子

196,044

実績

単位 目標

実績

単位 目標

実績

単位 目標

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

根拠・データ等 発行時に決定した償還計画による

252,616

事業概要 一般会計に属する第三セクター等改革推進債について、償還計画に基づき償還利子を市債金会計へ繰り出す

事業開始年度 平成２５年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

308,518 280,242 252,616

308,518 280,242

根拠法令・方針決裁等 地方自治法、地方財政法、横浜市公債条例、「地方債の総合的な管理について（通知）」平成21年度４月14日総財地第115号

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

・財政健全化の一環として、将来の財政負担を軽減する観点から、第三セクター等改革推進債（以下「三セク債」）を活用し、
  平成25年度に土地開発公社を解散することを「横浜市中期４か年計画」で公表し解散準備を進めた。
・土地開発公社を解散するための経費の一部として、三セク債1,372億円を償還期間20年として発行。
・三セク債発行により、調達した資金の返済はもちろんのこと、発行に伴う利子や諸経費等の支払いが必要となり、財政負担を
　できる限り軽減することが求められることから、償還にあたっては、土地開発公社から引き継いだ土地の売却収入などの財源
　を基本として償還する。なお、不足する額については、市税等の一般財源で負担する。

令和８年度
予
算

315,305 280,243 252,616 102,143 91,267 80,391

315,305 280,243

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

252,616 102,143 91,267 80,391

0
増△減 △ 28,121 0 0 0 △ 124,165 0 96,044

令和４年度 224,165 224,165

0
単独事業 0
補助事業

令和５年度 196,044 100,000 96,044

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 財産収入 市債 一般財源

事業名称 一般会計　第三セクター等改革推進債公債費　利子 政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

16-0-0
1事業区分

歳出予算科目 一般 会計 16 2 1 枝番号 前年度事業名称 一般会計公債費

令和　５年度　事業計画書

事業局課 財政 財源
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

令和　５年度　事業計画書

事業局課 財政 財源
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

16-0-0
1事業区分

歳出予算科目 一般 会計 16 2 2 枝番号 前年度事業名称 一般会計公債費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等
区　分 金　額 国 県 諸収入 財産収入 市債 一般財源

事業名称 一般会計　第三セクター等改革推進債公債費　公債諸費 政策番号 政策指標 施策番号 施策指標

令和５年度 15,150 15,150
0

単独事業 0
補助事業

0
増△減 14,359 0 0 0 △ 791 0 15,150

令和４年度 791 791

令和８年度
予
算

1,005 940 866 614 552 489

1,005 940

歳出 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和６年度 令和７年度

866 614 552 489

根拠・データ等 発行計画、償還計画による

865

事業概要 一般会計に属する第三セクター等改革推進債について、発行・償還計画に基づき発行及び償還にかかる諸費等を市債金会計へ繰り出す

事業開始年度 平成２５年度

６年度 ７年度 ８年度

決
算

1,004 939 865

1,004 939

根拠法令・方針決裁等 -

①背景・課題の分析
②事業目的・効果

(必要性)

・財政健全化の一環として、将来の財政負担を軽減する観点から、第三セクター等改革推進債（以下「三セク債」）を活用し、
  平成25年度に土地開発公社を解散することを「横浜市中期４か年計画」で公表し解散準備を進めた。
・土地開発公社を解散するための経費の一部として、三セク債1,372億円を償還期間20年として発行。
・三セク債発行により、調達した資金の返済はもちろんのこと、発行に伴う利子や諸経費等の支払いが必要となり、財政負担を
　できる限り軽減することが求められることから、償還にあたっては、土地開発公社から引き継いだ土地の売却収入などの財源
　を基本として償還する。なお、不足する額については、市税等の一般財源で負担する。

単位 目標

事業指標 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

実績

単位 目標

実績

単位 目標

実績

791 14,359
借換債の発行に伴う募債
手数料の増

事業スケジュール ３月　市債金会計への繰出し

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ５年度 ４年度 差引（増減） 増減説明

一般会計　第三セクター等改革推進債
公債費　公債諸費

15,150

本資料は、公正・適正に作成しました。 足利　有喜 馬場　誠 新野　航平

細事業合計 15,150 791 14,359

課長 係長 市債
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